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経済学の世界地図
^ -斤—ー ゎ令•

m 

⑤:三

u

"r

8 、之竣；¢

》兌．；芯

を

よ:Il;,へ

ら
で

ん
＞

経済学の世界で、今起きていること／依田高典

ミクロ経済理論がつなぐ、学問と社会／小島武仁

より良い社会を創るためのマクロ経済学／楡井誠

経済学におけるデータの使い方／田中久稔

最終匝 3 プラットフォームの経済学／佐藤進 ・ 善如悠介
石川賞受賞元冠）実証面 ・ 政策面で優れた業績をあげた研究者に贈られる日本経済学会石川賞受賞講演

ー

研究を伝える：コロナ危機からの教訓／仲田泰祐

特別連続インタビュ＝う白川方明元日銀総裁に聞く日本銀行の制度と実務：これまでとこれから
第 2 回 ・ 金利をコントロ ールするためのさまざまな工夫／白川方明x服部孝洋
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経済学は今、さまざまな場面で社会問題を解決する力を発揮している。

しかし高度に専門分化され、どうしても全体像が見えにくい。

そこで今回は、ノーベル経済学賞の歩みを補助線に現代の経済学を眺め、

ミクロ経済学、マクロ経済学、データ分析という柱を立て、その姿を描く。

最新の「地図」を片手に、経済学の世界をめぐってみよう！



特集 経済学の世界地図

⚑ ノーベル経済学賞で語る
現代経済学

21世紀の経済学は、デジタル化の急速な進
展を背景に、実証重視へと大きく舵を切った。
かつて経済学は、市場や景気を数理モデルで
説明する「理論の学問」として発展してきた
が、いまや膨大なデータと実験を武器に、現
実社会を改善する「実証の学問」へと変貌し
つつある。学校選択制度の設計、貧困削減策
の評価、気候変動対策の分析など、経済学は
政策やビジネスの最前線で具体的な意思決定
を支えている。しかしその一方で、研究は高
度に専門化し、最新の経済学がどのような姿
をしているのか、外部からは見えにくくなっ
ている。本稿では、ノーベル経済学賞の歩み
を手がかりに、20世紀から21世紀へと続く経
済学の大きな転換をたどり、未来に向けた知
的挑戦の全体像を描き出す。

ノーベル経済学賞に着目する中でとりわけ
興味深いのは、20世紀と21世紀とで受賞の傾
向が大きく変わっている点である。筆者は

2026年春、ノーベル経済学賞の受賞内容が20
世紀から21世紀にかけて急激に変化したこと
を『ノーベル賞で語る現代経済学──二十世
紀の理論から二十一世紀の実証へ』（中公新
書、近刊）にまとめた。このタイトルにある
ように、20世紀は「理論全盛の時代」、21世
紀は「実証重視の時代」と位置づけられる。
本稿では、この転換点を手がかりに、現代経
済学の姿を概観する。

まず、20世紀後半の経済学を特徴づけたの
は、理論の圧倒的な存在感である。一般均衡
理論、ゲーム理論、経済成長理論などが代表
例であり、当時の先端数学を駆使して市場の
仕組みを精緻に解明しようとした。市場がど
のように均衡へ収束し、どのような条件で資
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依田 高典 Ida Takanori

京都大学大学院経済学研究科教授

経済学は誕生以降、絶えずその姿を変化させてきた。
そして近年、経済学は「データと実験を駆使して、
現実社会を改善する学問」へと進化している。
その進化の過程をたどり、経済学の全貌を見渡してみよう。

経済学の世界で、
今起きていること

著者紹介
1995年、京都大学大学院経済学研究科博士後期課程単位取得退
学。博士（経済学）。専門は応用経済学、行動経済学で、2010年
頃からフィールド実験を用いた電力関連の研究に取り組み、多数
の国際学術誌に論文を出版している。近著に、『データサイエン
スの経済学 調査・実験、因果推論・機械学習が拓く行動経済
学』（岩波書店、2023）、『ノーベル賞で語る現代経済学 二十
世紀の理論から二十一世紀の実証へ』（中公新書、近刊）がある。



特集 経済学の世界地図

⚑ ミクロ経済学、ゲーム理論は
社会を記述するツール

「ミクロ経済学」とは、社会を構成する個
人一人ひとりが、自身の利益や幸福度がより
高まるように行動するということを前提とし、
そのように行動する個人が大勢集まってやり
とりし合ったときに何が起こるかを理論的に
予測する学問だ。

たとえば、高校までの社会科の授業では、
内閣や国会などといった社会の制度や仕組み
を学んだり、歴史的な事実を学んだりするこ
とが多かったと思う。一方、大学で学ぶ経済
学などの社会科学では、事実をただ観察する
のではなく、「なぜそのような事実が起きた
のか」を理解し、「将来的にどんなことが起
こりそうか」を予測することを目的とする。
予測ができれば、それに基づいてどんな制度
をつくれば世の中をより良いものにできるか
を考えることができる。ここで、予測をする
にはまずその社会を構成する人々がどう行動
するかを理解する必要がある。そこで、ミク

ロ経済学では個人レベル、つまりミクロレベ
ルに注目する。

現代のミクロ経済学の中で特に重要な役割
を果たすのが「ゲーム理論」だ。ゲーム理論
では、私たちの社会を「人々がある特定のル
ールに従って行動するゲーム」と捉える。た
とえば、皆さんが経験してきた高校や大学な
どの入試にはいろいろな決まりごとがある。
願書の提出期限、受験科目、面接試験や英語
のリスニング試験、受験日までのスケジュー
ルなど、さまざまなルールが設定されている。
皆さんはルールに沿って、自分が希望する学
校に合格するためにどう行動するかを意思決
定する。つまり、ルールが与えられたゲーム
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小島 武仁 Kojima Fuhito

東京大学大学院経済学研究科教授
東京大学マーケットデザインセンター（UTMD）センター長

ミクロ経済学の中でも、マーケットデザインと呼ばれる分野は、
現実の問題解決を得意とするツールといえる。
実際にどんな問題に取り組んできたのかを紹介しつつ、
理論と実証の両輪で進むこの分野の魅力を伝えたい。

ミクロ経済理論がつなぐ、
学問と社会

著者紹介
2003年、東京大学経済学部経済学科を卒業（卒業生総代）。2008
年、ハーバード大学でPh.D.（経済学）を取得。イェール大学コ
ウルズ財団博士研究員、コロンビア大学経済学部客員助教授、ス
タンフォード大学経済学部助教授・准教授・教授を経て、2020年
より現職。これまで、日本経済学会中原賞、学士院奨励賞、円城
寺次郎賞などを受賞。著書に『マッチング理論とマーケットデザ
イン』（共著、日本評論社、2024年、第68回日経・経済図書文化
賞）などがある。



特集 経済学の世界地図

経済問題がニュースにならない日はない。
物価上昇と賃金低迷が報道され、金融政策が
詳説される。所得や資産の格差が指摘され、
消費税減税が国政の争点となる。連日暗いニ
ュースを聞かされれば、国の経済の行く末を
中二病的に憂いたくもなる。

しかしひとたび考え始めると、現実の経済
はあまりに複雑だということに気づく。たと
えば、好況・不況の波を捉える景気循環は、
所得・雇用・金利・賃金・消費・投資・物価
と、少なくとも⚗つの変数が共変する現象だ。
丸腰で臨んだのでは、議論はすぐに迷路に入
り込んでしまう。

高校生や大学生にとって、マクロ経済学の
対象の多くが実感を持って感じられないもの
だ。自分の家族の経済状況についてはなんと
なくわかる。クラスメートたちと話をすれば、
それぞれの家庭の経済状況や違った生き方を
感じとることもできる。世界に根強くはびこ
る貧困の悲惨も、スマホをいじればすぐに目
に飛び込んでくる。しかし、いざマクロ経済

に住まうあらゆる人たちに思いを馳せようと
しても、実感を伴って理解するのは難しい。
共働き世帯も片働き世帯もひとり親世帯もあ
る。少し裕福だったりギリギリの生活を送っ
ていたりする。ひなびた暮らしもあれば、都
会の喧騒の中での暮らしもある。

自分の経済的将来についても同じだ。学校
の勉強を頑張らなきゃと思うけれど、それが
将来どのように役に立つのかピンと来ない。
そのうち就職するとは思うけれど、その仕事
は社会にどのように必要とされているのか。
社会の役に立ちたいが、どのように自分を役
立てることができるのか。どの程度働くとど
のくらいの暮らしになるのか。ましてや、そ
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楡井 誠 Nirei Makoto

東京大学大学院経済学研究科教授

経済全体を対象とするマクロ経済学。
その目標は、将来の可能性を見定め、良き経済の姿を提示することだ。
政策に結びつく実践的科学としての側面も持つマクロ経済学は、
いかにして問題を診断し、解決ための処方箋を提供できるのか。
本稿でそのエッセンスを感じてほしい。

より良い社会を創るための
マクロ経済学

著者紹介
2002年、シカゴ大学にてPh.D.（経済学）を取得。サンタフェ研
究所ポストドクトラルフェロー、ユタ州立大学経済学部助教授、カ
ールトン大学経済学部助教授、一橋大学イノベーション研究セン
ター・大学院商学研究科准教授、財務省財務総合政策研究所総
括主任研究官等を経て、2019年より現職。著書に『マクロ経済動
学 景気循環の起源の解明』（有斐閣、2023年、第67回日経・
経済図書文化賞・特賞）などがある。



⚑ はじめに

今日、データサイエンスが花盛りである。
高校教育や大学入試でも統計学の比重が高ま
っているし、大型書店の書棚には、入門レベ
ルから上級レベルまでの関連テキストがずら
りと並べられている。経済学をはじめとする
社会科学は、広義のデータサイエンスで培わ
れた技術の重要な応用先である。

本稿では、この春から経済学を学び始める
読者を念頭に置いて、経済学におけるデータ
の重要性をさまざまな実例を通じて解説する。
とくに、自然科学や工学と比較して、経済学
におけるデータの用いられ方にはどんな特徴
があるかを考えることにしよう。

⚒ 事実を知る

経済学においてデータを利用する第⚑の目
的は、社会と経済の実態把握である。理論モ
デルを構築するにしろ、実証研究のための仮
説を提示するにしろ、地に足のついた分析を
行うには、対象となる社会現象のできるだけ
正確な把握から始める必要がある。

私たちは思いの外、自分が住むこの社会の
実態を知らないものである。あなたが都会に
住んでいるのか田舎に住んでいるのか、若者
であるのか老人であるのか、女性であるのか
男性であるのかによって、あなたから見えて
いる社会は大きく異なる。たとえば、日本全
国に存在するさまざまな業種別店舗および寺
院・神社の総数をまとめると、表⚑のように
なる。

都会生活者である筆者は、コンビニエンス
ストアよりも寺社のほうが文字通り桁違いに
多いという事実に驚きを感じる。そしてひと
りの愛書家として、新刊書店の少なさには大
いなる悲哀を感じる。見る人によっては、歯
科医院がコンビニエンスストアよりも多いこ
とに驚くだろう。表⚑のどこにどのような感
慨を抱くかは、各人の属性が反映されるもの
と思われる。
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著者紹介
2013年、ウィスコンシン大学マディソン校博士課程修了（Ph.D.
取得）。早稲田大学政治経済学術院准教授を経て、2025年より現
職。専門は理論経済学、計量経済学。
著書に『計量経済学のための数学』（日本評論社、2019年）、『経
済数学入門の入門』（岩波新書、2018年）などがある。

データの重要性が叫ばれる一方で、
経済理論の重要性は低下しているのか？
経済理論とデータの関係について、具体例を見ながら概観しよう。
自然科学との対比によって、その違いが鮮明になる。

経済学におけるデータの使い方

田中 久稔 Tanaka Hisatoshi

早稲田大学政治経済学術院教授



はじめに

この度は栄誉ある賞をいただき、誠にありがと
うございます。本日は、「研究を伝える」という
テーマで、新型コロナウイルス危機の際に長期に
わたり分析を発信・公表する中で私が経験したこ
と、考えたことなどを交えてお話しします。

私はこれまで、金融政策を専門に研究してきま
した。しかし2020年にアメリカから帰国して以降、
さまざまな偶然が重なりパンデミック政策の研究

にも取り組むようになりました。そこでまず、私
がどのようなパンデミック政策研究、特に新型コ
ロナウイルス感染症に関する分析を行ってきたか
を簡潔にご紹介します。コロナ関連では、これま
で感染シミュレーション、変異株、東京五輪、メ
ンタルヘルス、後遺症、統計的生命価値、婚姻、
出生、自殺など、本当に多岐にわたるトピックに
ついて分析・研究を行ってきました。また、
2021～22年は高頻度で分析結果をレポート等にま
とめて公表するというサイクルを継続しました。
200本以上のレポート、約30本の研究論文を発表
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第20回 日本経済学会石川賞受賞講演

研究を伝える：
コロナ危機からの教訓

仲田泰祐 Nakata Taisuke

東京大学大学院経済学研究科および公共政策大学院准教授

東京大学経済学部教授であった故・石川経夫氏を記念して2004年に創設さ
れた「日本経済学会石川賞」は、実証面や政策面を中心に優れた経済学研究
を行った研究者に贈られる賞であり、特に日本の経済・社会問題の解決への
貢献が重視される。
2025年、第20回の同賞は仲田泰祐氏に贈られた。選考では、第⚑に「ゼロ

金利制約下における金融政策に関する一連の研究が国際的に認知され、日本
の政策運営にも重要な含意を持つ点、第⚒に「新型コロナウイルス流行期に、
感染対策と社会経済活動の両立という課題に対し、疫学マクロモデル等を用
いた分析をリアルタイムで発信し続け、政策議論にも貢献してきた点が高く
評価された。
本稿では、仲田氏による同賞の受賞講演をおとどけする。



しています。これらの分析は、大きく次の⚔つの
タイプに分類できます。

（1）感染症対策と社会経済の両立に関するモデル
分析

（2）感染・病床に関する分析
（3）社会経済に関する分析
（4）政策コミュニケーション、サイエンス・ポリ

シー・インターフェイス（SPI）

（1）のタイプの分析は、主に「疫学マクロモデ
ル」という標準的な感染症数理モデル（SIRモデ
ル）にマクロ経済モデルを組み入れたモデルを用
いたものです。このタイプですでに公刊した論文
として、ʠCOVID-19 and Output in Japanʡがあ
ります1)。この論文では疫学マクロモデルを使っ
て、「2021年⚑月に発令された第⚒回緊急事態宣
言の解除基準をどう考えるべきか」を分析しまし
た。そして、状況によってはある政策を打つこと
で、経済損失を増やすことなく感染による死者数
を減らすことができるという意味でパレート改善
が可能であるということを示しました。

疫学マクロモデルを使った研究は最も力を入れ
て取り組んでおり、現在は不確実性を組み入れた
モデルを解いて最適な行動制限政策を導出すると
いう作業を行っています。疫学マクロモデルを用
いた最適行動制限政策分析についてはこれまで研
究が蓄積されています。しかし、それらのほぼす
べてにおいて完全予見（perfect foresight）で不
確実性がない状況が仮定されています。この仮定
はパンデミック当時の状況に照らすと、明らかに
かなり現実から乖離しており、実際に不確実性は
最適行動制限政策にさまざまな影響を及ぼすとい
う結果が得られています。
（2）のタイプは、感染・病床に関する分析です。

ここではさまざまな状況を想定して感染シミュレ
ーションと病床シミュレーションを行い、その成
果はほぼ公刊することができました。
（3）のタイプは、社会経済に関する分析です。

これは自殺、感染が労働に及ぼす影響、緊急事態
宣言等の行動制限政策が社会にもたらす影響、学
校での感染対策と子どもたちのメンタルヘルスの
関係、マスク着用の影響、交際・結婚のパターン
の変化など、多岐にわたるトピックについて独自
のアンケート調査によって収集したデータを用い

て分析してきました。
（4）のタイプは、政策コミュニケーションと

SPIに関する分析です。私が政策現場に研究を伝
えるという取り組みの中で経験し、学んだことを、
ナラティブに記述するといったタイプの論文もい
くつかありますが、現在力を入れているのは

「人々の主観的なコロナリスクがリスクコミュニ
ケーションを通じてどのように変化するのか」、
あるいは「人々の感染症対策に対する選好がどの
ように変化するか」に関する分析です。たとえば、
人々はより感染抑止を優先した政策を好むのか、
それともより社会経済の安定を優先した政策を好
むのか。こうした政策に対する選好が情報介入に
よってどのように変化するのかを、情報介入実験
により分析しています。

どのように研究を伝えてきたか？

コロナ分析のプロジェクトは、当時東京大学に
在籍していた藤井大輔さんと⚒人で2020年12月15
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仲田 泰祐（なかた・たいすけ）

2003年、シカゴ大学経済学部卒業。同年よりカンザスシ
ティ連邦準備銀行調査部アシスタントエコノミスト。
2012年、ニューヨーク大学にてPh.D.（経済学）を取得。
同年より、連邦準備制度理事会（FRB）調査部エコノ
ミスト。同シニアエコノミスト、同主任エコノミストを
経て、2020年⚔月より現職。
2021年、第⚖回円城寺次郎記念賞受賞。2022年、第⚕回
GPIF Finance Awards受賞。2025年、第20回日本経済
学会石川賞受賞。
主な著作に、ʠUncertainty at the Zero Lower Boundʡ
（American Economic Journal: Macroeconomics, 9
（3）: 186-221, 2017）,ʠConservatism and Liquidity
Trapsʡ（with Sebastian Schmidt, Journal of Monet-
ary Economics, 104: 37-47, 2019）,『コロナ危機、経済
学者の挑戦』（藤井大輔と共著、日本評論社、2022年）、
『金融政策の理論と実践 動学マクロ経済学アプロー
チ』（日本評論社、2026年）などがある。



バブル時代の誘導

服部 前回（2026年⚒・⚓月号）のインタビュー
では、日銀の金融市場調節の制度と実務のあゆみ
を振り返りつつ、公開市場操作（オペレーショ
ン）の歴史についてもお話しいただきました。今
回も引き続き、金利のコントロールについて議論
をしていきたいと思います。
白川 前回も述べたとおり、旧日銀法時代、日銀
は公定歩合を自由に動かすことは、なかなかでき
ませんでした。公定歩合をなかなか変更できない
中でも、金利は少し上げた方がいい、あるいは下
げた方がいい局面は当然あります。そのようなと
きに、限定的ではあるものの日銀が使ったのが

「高め誘導」や「低め誘導」でした。
高め誘導の事例としては、1987年⚘月末以降、

日銀が行った試みが記憶として強く残っています。
当時はバブル真っ盛りで、日銀として金融引き締
めが必要だと思っていましたが、公定歩合を引き
上げられるような環境ではありませんでした。皆
が反対していたからです。そのような状況の中で、
まず金融調節を少しきつめにして、市場金利を少
しずつ上げていくことを始めました。そのうえで、
日銀は「金融市場が少し締まってきている、した
がって公定歩合は実勢に合わせて上げた方がよ
い」という議論につなげていきたいと考えていま
した。今聞くと、「そのようなことが本当にうま
くいくと思っていたのか」という疑問を持たれる
かもしれませんが、こうしたことを考えて1987年
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白川方明 元日銀総裁に聞く
日本銀行の制度と実務：これまでとこれから

vol. 2 金利をコントロールするための
さまざまな工夫：
売出手形、当座預金付利制度、共通担保オペ

白川方明 Shirakawa Masaaki

元日本銀行総裁
青山学院大学特別招聘教授

服部孝洋 Hattori Takahiro

東京大学公共政策大学院特任准教授



⚘月末から高め誘導をしていきました。これは、
当時のコールレートの動きを見ればすぐにわかり
ます。

ところが不幸なことに、1987年10月に突然「ブ
ラックマンデー」が起こりました。ブラックマン
デーによって世界中の株式が大幅に下落し金融市
場に不安心理が台頭する中で、公定歩合の引き上
げができるような環境ではなくなり、この試みは
頓挫しました。このときにやろうとしたことは、
公定歩合を自由に動かせない中で、日銀として何
とか金融引き締めにもっていくための試みでした。

1995年⚔月にも似たようなことがありました。
今度は金利の引き下げです。当時、円高が急速に
進行し、これを抑えるために多くの人が「公定歩
合を下げるべき」と主張しました。これに対し、
日銀は金融市場の自由化が進み、今や重要なのは
市場金利であるとして、コールレートを低めに誘
導しました。しかし、そうした取り組みに対して
理解が得られず、公定歩合を下げなかった日銀は
大きな批判にさらされました。

日銀に法的な独立性がない中で、何とかして金
融政策の自由度を確保するために、日銀として
色々な試みをしていました。これらは正攻法では
ありません。正攻法は、日銀が独立性を得て、金
融政策の自由度を確保する体制になるということ
ですが、それができない中での精一杯の工夫だっ
たと思います。

売出手形と付利制度の関係

白川 準備預金残高が少ない時代のオペレーショ
ンについては『現代の金融政策』1)で説明してい
ますが、特に「永続的オペ」と「一時的オペ」の
区別が重要です。当座預金の変動の中で趨勢的な
変動については「永続的オペ」で対応します。経
済が成長すると、銀行券に対する需要が増加し当
座預金への需要も増加します。そのために実施し
たのが国債買いオペで、「成長通貨供給オペ」と
呼ばれるものです。これは概念的に言うと永続的
オペです。一方、季節的ないし毎日の当座預金の
変動に対しても、これを均

なら

すオペレーションが必
要となります。これが「一時的オペ」です。季節
変動には手形オペが、日々の最終調整には、前回

説明したとおり、相
あい

対
たい

の貸出が使われました。
私が日銀に入行する前年の1971年⚘月には「ニ

クソン・ショック」が起きますが、その前後の数
年間は金融調節の面でも激動の時代でした。当時、
政府は円高を阻止するために大量のドル買い・円
売りを行いました。ドルを政府に売った民間銀行
には大量の当座預金が供給され、所要準備を大幅
に上回る当座預金を抱えた民間銀行は日銀からの
借入を返済しました。その結果、日銀貸出の残高
がなくなり、日銀は貸出を使って日々の金融調節、
金利コントロールを行おうと思っても、その手段
がないという事態に直面しました。

これは日銀から見ると、非常に困った事態です。
そこで日銀が行ったのは「売出手形」の発行、つ
まり日銀自身が金利を付けた債務を民間銀行に売
るということでした。これにより、余剰となった
当座預金の吸収を図ったのです。ここで重要なの
は、売出手形は付利がなされた中央銀行の債務で
あり、（ほぼ40年後に登場する）付利された当座
預金と機能的には基本的に同じだということです。

貸出がなくなると、日銀は当座預金の供給量を
即時に微調整する手段がなくなり、金利コントロ
ールができなくなります。そうした事態に直面し
た日銀が考え出したのが、この売出手形でした。
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白川 方明（しらかわ・まさあき）

1949年生まれ。1972年に東京大学経済学部を卒業し、同
年に日本銀行入行。1975～77年、シカゴ大学経済学部に
留学し、経済学修士号を取得。
信用機構局信用機構課長、企画局企画課長、大分支店長、
審議役等を経て、2002～06年、日本銀行理事。理事を退
任後、京都大学公共政策大学院教授。2008年⚓月、日本
銀行副総裁。同年⚔月～13年⚓月、第30代日本銀行総裁。
2011～13年には国際決済銀行（BIS）理事会副議長も務
める。2013年⚙月からは青山学院大学国際政治経済学部
特任教授、2018年⚙月からは同大学特別招聘教授。
著書に、『現代の金融政策 理論と実際』（日本経済新
聞出版社、2008年）、『中央銀行 セントラルバンカー
の経験した39年』（東洋経済新報社、2018年）等がある。



プラットフォーム規制の背景

最終回となる今回は、プラットフォームに対す
る規制のあり方に焦点を当てよう。これまで本連
載では、プラットフォーム・ビジネスについて、
運営側の視点を重視して経済学の知見を取り上げ
てきた。対して今回は、利用者や政策当局、ひい
ては社会全体の立場からプラットフォームの行動
を見直すことにしよう。どのような行動が社会に
とって望ましいのか？ 望ましくない行動を是正
する際には何に注意すべきか？ プラットフォー
ム規制をめぐる経済学の知見を整理していきたい。

本節の残りでは、プラットフォーム規制の背景

となる重要事例を整理し、問題の所在を明らかに
する。第⚒節では日本を中心に規制の実態を整理
し、プラットフォームが具体的にどう規制されて
いるのか確認する。最後に第⚓節では、連載で紹
介してきた理論を用いてプラットフォーム規制に
関する経済学的知見を整理し、事例や規制を理解
するための羅針盤を提供する。

1.1 巨大プラットフォームをめぐる紛争事例
プラットフォーム・ビジネスが経済および社会

の基盤として重要性を増すにつれ、「巨大プラッ
トフォーム」とでも言うべき極めて大きい影響力
を持つ事業者の台頭と、それに伴う弊害が社会的
課題として認識されるようになった。このような
巨大プラットフォームの出現は、第⚘回（2025年
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一橋大学経済研究所講師
2020年⚓月、東京大学大学院経済学研究科博士課程修了、博士（経済学）。2020年⚔月より現職。主著：
ʠFreemium as Optimal Menu Pricingʡ（International Journal of Industrial Organization, 63: 480-510, 2019）,
ʠPlatform Oligopoly with Endogenous Homing: Implications for Mergers and Free Entryʡ（共著、Journal of
Industrial Economics, 71 (4): 1203-1232, 2023）,ʠAsymmetric Platform Oligopolyʡ（共著、RAND Journal of
Economics, 2025）.

神戸大学大学院経営学研究科教授
2015年⚓月、神戸大学大学院経営学研究科博士課程後期課程修了、博士（商学）。大阪経済大学経済学部専任講師、
神戸大学大学院経営学研究科准教授を経て、2022年10月より現職。主著：ʠPlatform Encroachment and Own-
Content Biasʡ（Journal of Industrial Economics, 70 (3): 684-710, 2022）,ʠPlatform Most-Favored-Customer
Clauses and Investment Incentivesʡ（共著、International Journal of Industrial Organization, 70: 102617, 2020）,
ʠPlatform Market Competition with Endogenous Side Decisionsʡ（共著、Journal of Economics & Management
Strategy, 28(1): 73-88, 2019）.



⚑ 国風文化の栄華の影で

「この世をば 我が世とぞ思ふ 望月の 欠けた
ることも なしと思えば」（『小右記

しょうゆうき
』寛仁⚒

年10月16日条）

⚘世紀末から12世紀半ばまでの⚔世紀にわたる
平安時代に対して、現代の我われが考えるイメー
ジはどのようなものだろうか。藤原道長が「望月
の歌」で栄華を詠んだ摂関政治、 十二単

じゅうにひとえ

などの
華美な服飾、そして『源氏物語』『枕草子』とい
った女流文学など、それらに象徴される貴族たち
の国風文化を想像する人は多いだろう（図⚑）。
たしかにそれは、平安時代の一側面には違いない。
しかし、経済史の視点からみれば、平安時代は長
期にわたる経済の停滞と縮小の時代だった。国風

文化の繁栄とは、社会全体の限られた経済的余剰
がごく一部の富裕層に集中し、消費されることで
成立していた側面が強い。文化的成熟と経済的停
滞が併存することは歴史上めずらしいことではな
いが、この時代の華やかさもまた、極端な富の偏
在の上になりたっていた。

今回は、この平安時代を文化的イメージではな
く、経済社会が縮小していく過程としてとらえ直
してみたい。奈良時代につくられた律令国家とい
う壮大な政治設計図がいかにして破綻し、衰退し
ていく列島経済を放置し、あるいはさらに悪化さ
せ、そして政策や制度の失敗がどのように社会の
活力を奪っていったかを具体的にみていきたい。

まず直視すべきは、マクロ経済の基礎的な指標
にあたる人口成長の鈍化だろう。表⚑にあるよう
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注）『源氏物語』第39帖「夕霧」より。光源氏の子である夕霧が
落葉宮の母の一条御息所の手紙を読もうとしているところへ、
妻の雲居雁が落葉宮からの恋文だと誤解して、嫉妬して背後
から奪おうと忍び寄る場面。障子の向こうでは⚒人の女房が
聞き耳を立てている。
出所）『源氏物語絵巻』（五島美術館所蔵）。

図⚑ 平安貴族の栄華

ガチで成長しない時代

4

第4回

高島正憲 Takashima Masanori

関西学院大学経済学部准教授、博士（経済学）

2014年、一橋大学大学院経済学研究科博士課程単位取
得退学。日本銀行金融研究所アーキビスト、一橋大学
経済研究所研究員、日本学術振興会特別研究員PD、
関西学院大学経済学部専任講師などを経て、2021年よ
り現職。
著作に、『経済成長の日本史：古代から近世の超長期
GDP推計 730-1874』（名古屋大学出版会、2017年、
第61回日経・経済図書文化賞を受賞）、『賃金の日本
史：仕事と暮らしの一五〇〇年』（吉川弘文館、2023
年、第39回冲永賞を受賞）などがある。



はじめに

第⚘回（2025年12月・26年⚑月号）と第⚙回（2026
年⚒・⚓月号）の⚒回にわたり、操作変数を用い
た構造ショックの識別方法を解説した。今回から、
近年、操作変数と並んで有力な手法として広く用
いられている「符号制約による構造ショックの識
別方法」を取り上げる。何らかの係数に対して正
か負であるという条件を課す符号制約（sign res-
triction）による識別は、再帰的識別制約など従来
の強い識別の仮定にできるだけ依存せず、比較的
弱い条件のもとでショックを識別することを目的
としている。本連載では、符号制約を用いて構造
ショックを識別した構造VARモデルを「符号制
約（sign-restricted）SVARモデル」と呼ぶ。この
モデルは、その柔軟性と経済理論との親和性の高
さから、近年では学術研究にとどまらず、各国の
中央銀行や政府機関、民間シンクタンクにおける
政策分析の現場でも標準的なツールとして定着し
ている。

符号制約SVARモデルの推定では、ベイズ統計
学の枠組みを用いると実装が容易であり、実証研
究のほとんどがベイズ推論に基づいて行われてい
る。そこで今回は、まず需要ショックと供給ショ
ックの例を通じて符号制約の基本的な考え方を説
明した後に、回帰分析におけるベイズ推論の基礎

（尤度、事前分布、事後分布）を簡潔に導入する。
そのうえで、ベイズ推論に基づく符号制約SVAR
モデルの推定アルゴリズムを説明する。

符号制約による構造ショック
の識別

2.1 需要ショックと供給ショックの識別
これまでと同様に、変数 �� 􀀽 􀀨�􎨱�􀀬 �􎨲�􀀬 􂀦􀀬 ���􀀩

􎴃 の
誘導型のVARモデルは次式で与えられる。

�� 􀀽 􂈑
� 􎨽 􎨱

�

􀎦 ���􎸒�􀀫�� ⑴

さらに、誘導型のVARモデルの誤差項 �� 􀀽
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サルティング株式会社アドバイザー（兼任）も務める。主著：
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ロ経済予測入門』（共著、朝倉書店、2022年）。

前橋昂平 Maehashi Kohei

国際通貨基金金融資本市場局シニアエコノミスト
2011年、東京大学経済学部卒業。同年、日本銀行に入行。
2025年より現職。ケンブリッジ大学大学院経済学研究科修
士課程修了。東京大学大学院工学系研究科博士課程修了
（Ph.D.）。主著：『人工知能と経済』（分担執筆、勁草書房、
2019年）、『Pythonによるマクロ経済予測入門』（共著、朝倉
書店、2022年）。




	p5_経済セミナー2026年4・5月号_18_特集扉
	p6-11_経済セミナー2026年4・5月号_3_特集 依田
	p12-19_経済セミナー2026年4・5月号_15_特集 小島
	p20-28_経済セミナー2026年4・5月号_8_特集 楡井
	p29-35_経済セミナー2026年4・5月号_14_特集 田中
	p36-44_経済セミナー2026年4・5月号_2_スピーチ 仲田
	p45_経済セミナー2026年4・5月号_広告
	p46-53_経済セミナー2026年4・5月号_1_インタビュー 白川服部
	p54-65_経済セミナー2026年4・5月号_11_経済学のトランス
	p66-77_経済セミナー2026年4・5月号_16 プラットフォーム
	p78-89_経済セミナー2026年4・5月号_5_ 成長と衰退
	p90-100_経済セミナー2026年4・5月号_10_マクロ経済政策
	p101-112_経済セミナー2026年4・5月号_7_社会保障
	p113-122_経済セミナー2026年4・5月号_6_つながり
	p123-126_経済セミナー2026年4・5月号_9_官庁エコノミストが斬る
	p127-132_経済セミナー2026年4・5月号_4_海外論文
	p133-138_経済セミナー2026年4・5月号_17_海外論文
	p139_経済セミナー2026年4・5月号_19_新刊書
	p140_経済セミナー2026年4・5月号_12_書評
	p141_経済セミナー2026年4・5月号_13_書評
	p142_経済セミナー2026年4・5月号_20__エコノフォーラム



